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重要な会計方針等 

 

１．有価証券は全て満期保有目的の債券であり、その評価は、移動平均法による償却原価

法（定額法）により行っております。 

２．デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

３．動産不動産の減価償却は、定額法を採用しております。なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

４．自社利用のソフトウェアについては、公庫内における利用可能期間（5年）に基づく定

額法により償却しております。 

５．債券発行費は支出時に全額費用として処理しております。 

また、債券発行差金は資産として計上し、債券の種別ごとにそれぞれ下記のとおり償

却しております。 

住宅金融公庫債券 

公庫の国庫納付金に関する政令第 1 条第 4 項の規定に基づき、財務大臣が別に定

めたところにより、債券の償還期限までの期間（10 又は 20 年間）で均等償却 

財形住宅債券 

内規に基づき、債券の償還期限までの期間（5又は 10 年間）で均等償却 

住宅宅地債券 

公庫の国庫納付金に関する政令第 1 条第 4 項の規定に基づき、財務大臣が別に定

めたところにより、債券の発行日からの経過月数に対応した額を償却 

６．貸倒引当金は、「「預金等受入金融機関に係る検査マニュアルについて」の整備につい

て（平成 12 年 5 月 1日金検第 84 号）」に基づいて定めた基準により、次のとおり計上

しております。 

「銀行等金融機関の資産の自己査定に係る内部統制の検証並びに貸倒償却及び貸倒引

当金の監査に関する実務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第 4

号）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、一定の種類

毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基

づき引き当てております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担

保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と

認める額を引き当てております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権につ

いては、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し

た残額を引き当てております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、支店等及び本店担当部署が資産査定

を実施し、当該部署から独立した監査室が査定結果を監査した後、その結果について

監事の監査を受けており、これに基づいて上記の引当を行っております。 

７．賞与引当金は、役員及び職員に対して支給する期末手当及び奨励手当の支出に充てる

ため、翌期賞与支給見込額のうち当期対応分を計上しております。 

８．退職給付引当金は、役員及び職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付



 
 

 - 7 - 

債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。 

過去勤務債務については、その発生時の役員及び職員の平均残存勤務期間内の一定の

年数（10 年）による按分額を損益処理しております。 

数理計算上の差異については、各期の発生時の役員及び職員の平均残存勤務期間内の

一定の年数（10 年）による按分額をそれぞれ発生の翌期より損益処理しております。 

退職給付引当金に関する事項は以下のとおりであります。 

（１）採用している退職給付制度の概要 

当公庫は確定給付型の制度として、厚生年金基金制度及び退職一時金制度を設けてお

ります。 

（２）退職給付債務に関する事項               （単位：円） 

区     分 平成 19 年 3 月 31 日現在 

退職給付債務 (A) △ 36,695,383,410 

年金資産 (B) 12,903,566,558 

未積立退職給付債務 (C)=(A)+(B) △ 23,791,816,852 

未認識過去勤務債務 (D) △ 824,585,522 

未認識数理計算上の差異 (E) 535,596,378 

貸借対照表計上額純額 (F)=(C)+(D)+(E) △ 24,080,805,996 

前払年金費用 (G) 0 

退職給付引当金 (F)-(G) △ 24,080,805,996 

 （３）退職給付費用に関する事項               （単位：円） 

区     分 
  自 平成 18 年 4 月 1 日 

  至 平成 19 年 3 月 31 日 

勤務費用 1,032,903,640 

利息費用 758,502,976 

期待運用収益 △ 655,614,915 

過去勤務債務の損益処理額 △ 139,366,568 

数理計算上の差異の損益処理額 438,032,697 

その他（臨時に支払った割増退職金等） 0 

退職給付費用 1,434,457,830  

   

   （４）退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

区     分 平成 19 年 3 月 31 日現在 

(１) 割引率 2.0％ 

(２) 期待運用収益率 2.0％ 

(３) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

(４) 過去勤務債務の額の処理年数 10 年（発生時の役員及び職員の平均残存勤務
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期間以内の一定の年数による按分額を損益処

理している） 

(５) 数理計算上の差異の処理年数 10 年（各年度の発生時の役員及び職員の平均

残存勤務期間内の一定の年数による按分額

を、それぞれ発生の翌年度から損益処理して

いる） 

 

９．特別損失金は、住宅金融公庫法附則第 15 項の規定により整理された各年度の損失金を

繰り越したものであります。これは、同法附則第 17 項の規定に基づき、翌年度以降の

交付金の交付により回収されるものであります。 

10．交付金収入（一般会計）43,000,000,000 円は、住宅金融公庫法附則第 17 項の規定によ

り特別損失を埋めるため受け入れたものであり、同法附則第 18 項の規定により特別損

失を減額して整理しております。 

11．消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。 

12．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、「現金預け金」及び「売戻し条件付

現先（買現先勘定）」であります。 

現金及び現金同等物の期末残高と民間企業仮定貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係は以下のとおりであります。 

平成 19 年 3 月 31 日現在 

現金預け金 1,665,300,670,597 円 

なお、住宅金融公庫法第 27 条の 2第 4項、第 7項及び第 8項に基づく短期借入金につ

いては、キャッシュ・フロー計算書上は表示しておりません。当該借入金の借入及び

償還の実績は、次のとおりです。 

借入額 1,030,239,870,000 円 

償還額 1,030,239,870,000 円 

13．貸付金のうち、3,572,591,289,136 円、買取債権のうち、1,881,766,000,238 円を住宅

金融公庫債券 5,010,387,562,000 円の担保に供するため信託しております。 

14. 動産不動産の減損損失は、｢固定資産の減損に係る会計基準｣（「固定資産の減損に係る

会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会 平成 14 年 8 月 9日)）及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成 15 年 10 月 31 日 

企業会計基準適用指針第 6号）を適用しております。 

なお、これによる当期損益への影響はありません。 

15．機会費用の計上基準は以下のとおりであります。 

（１）政府出資等に係る機会費用の算出に用いた利子率 

第 284 回国債平成 19 年 3 月 30 日利回りである 1.650％を用いております。 

（２）公務員からの出向職員に係る退職給付引当金の当期増加額 

公務員からの出向職員（8人）に係る自己都合による期末退職手当所要額と期首退職

手当所要額の差額を計上しております。 

16．住宅金融公庫法第 27 条の 2第 3項の規定に基づき、政府が貸し付けた資金に係る債務

について主務大臣が財務大臣と協議して償還期限を定めた繰上償還に伴う補償金免除
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相当額は、機会費用には該当しません。 

   なお、当該免除相当額は、330,866,241,869 円であります。 

17．行政コスト財務書類を作成する日までに発生した重要な後発事象 

該当事項ありません。 




